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1111 笑顔笑顔笑顔笑顔のあふれるまちづくりのあふれるまちづくりのあふれるまちづくりのあふれるまちづくり (子育て・健康・福祉）

2222 元気元気元気元気のののの出出出出るまちづくりるまちづくりるまちづくりるまちづくり (農林水産・商工・観光)

3333 心豊心豊心豊心豊かなまちづくりかなまちづくりかなまちづくりかなまちづくり (教育・スポーツ・文化)

4444 優優優優しいまちづくりしいまちづくりしいまちづくりしいまちづくり (安心安全・環境・人権・公共交通)

5555 ともにともにともにともに歩歩歩歩むまちづくりむまちづくりむまちづくりむまちづくり (町民・協働・財政)

八頭町長八頭町長八頭町長八頭町長

平成平成平成平成２６２６２６２６年8月年8月年8月年8月



1.笑顔のあふれるまちづくり  （子育て・健康・福祉）1.笑顔のあふれるまちづくり  （子育て・健康・福祉）1.笑顔のあふれるまちづくり  （子育て・健康・福祉）1.笑顔のあふれるまちづくり  （子育て・健康・福祉）

項　目 施　　策 事業内容 効　　果

平成２５年度実績及び

年次目標　(  )は年あたり

実　　績 到達目標（平成３０年３月） 担当課

保育所の再編・整備

郡家、船岡、八東地域にそれぞれ１

施設ずつ、新たな保育所３施設の整

備を行います。

効率的で、子育てニー

ズに対応した保育が実

施できるようになります。

平成２６年度

郡家東小学校付近に１箇所

平成２８年度

船岡地域、もしくは八東地域

のどちらか１施設を整備

平成２９年度

用買及び設計、造成

平成２８年度までに２施設の整

備を行う。２９年度残り１施設の

用地買収及び設計、造成

福祉環境課

多様な保育サービスの

提供

郡家保育所付近に病児保育所を整

備します。

子育て環境の充実が図

られます。

平成２５年度　造成

　　　２６年度

　　　　 ～２８年度　協議

平成２９年度までに１箇所整備 福祉環境課

○子育て支援の充実を図り、次世代の育成を支援します。○子育て支援の充実を図り、次世代の育成を支援します。○子育て支援の充実を図り、次世代の育成を支援します。○子育て支援の充実を図り、次世代の育成を支援します。

○高齢者の生きがいづくりと地域で支えあう福祉を推進します。○高齢者の生きがいづくりと地域で支えあう福祉を推進します。○高齢者の生きがいづくりと地域で支えあう福祉を推進します。○高齢者の生きがいづくりと地域で支えあう福祉を推進します。

○保健、福祉、医療の連携による健康づくりを推進します。○保健、福祉、医療の連携による健康づくりを推進します。○保健、福祉、医療の連携による健康づくりを推進します。○保健、福祉、医療の連携による健康づくりを推進します。

提供 備します。 られます。 　　　　 ～２８年度　協議

　　　２９年度　整備

保育料の軽減 保育料の軽減を行います。

少子化、人口減少にあ

る八頭町において、保

育料の軽減により、子ど

もを生み、育てやすい

環境づくりの推進が図ら

れます。

これまで実施している補助制

度に加え、県の中山間地域

モデル事業を実施

生み、育てやすい環境づくりの

整備

福祉環境課

子育て環境の充実

拠点となるセンターを整備し、効率的

に運営します。拠点以外の地域は、

出張子育て支援センターで行いま

す。

効果的な運営が可能に

なり、子育てのニーズに

対応できます。

平成２５年度　３箇所

　　　２６年度　協議・検討

　　　２７年度　１箇所整備

　　（既存施設の改修整備）

町内に１箇所の子育て支援拠点

センターを整備

福祉環境課

子育て支援

1 1.笑顔



1.笑顔のあふれるまちづくり  （子育て・健康・福祉）1.笑顔のあふれるまちづくり  （子育て・健康・福祉）1.笑顔のあふれるまちづくり  （子育て・健康・福祉）1.笑顔のあふれるまちづくり  （子育て・健康・福祉）

項　目 施　　策 事業内容 効　　果

平成２５年度実績及び

年次目標　(  )は年あたり

実　　績 到達目標（平成３０年３月） 担当課

○子育て支援の充実を図り、次世代の育成を支援します。○子育て支援の充実を図り、次世代の育成を支援します。○子育て支援の充実を図り、次世代の育成を支援します。○子育て支援の充実を図り、次世代の育成を支援します。

○高齢者の生きがいづくりと地域で支えあう福祉を推進します。○高齢者の生きがいづくりと地域で支えあう福祉を推進します。○高齢者の生きがいづくりと地域で支えあう福祉を推進します。○高齢者の生きがいづくりと地域で支えあう福祉を推進します。

○保健、福祉、医療の連携による健康づくりを推進します。○保健、福祉、医療の連携による健康づくりを推進します。○保健、福祉、医療の連携による健康づくりを推進します。○保健、福祉、医療の連携による健康づくりを推進します。

生活困窮者の自立支

援

総合相談窓口を設置します。

（自立相談支援事業・国庫3/4）

（福祉事務所設置町村必須事業）

（社協、ＮＰＯへの委託も可）

稼働年齢層の生活保護受給の長期

化を防ぐとともに、高齢や障がい、孤

立等による生活困窮者の日常生活の

自立、社会的自立を支援します。

生活保護受給に至る前

のセーフティネット機能

の充実が図られます。

平成27年4月1日開設に向け

て福祉保健関係機関による

検討を開始

平成27年４月1日開始 福祉事務所

障がい者支援活動の啓発、障がい者

障がい者支援活動の啓

発によりみんなが住みよ

平成２５年度　 ４団体/年

　　　２６年度　 ４団体/年

障がい者支援活動の啓発、障がい者

福祉団体の運営支援を行います。

発によりみんなが住みよ

いまちづくりにつながり

ます。

　　　２６年度　 ４団体/年

　　　２７年度 　４団体/年

　　　２８年度 　４団体/年

　　　２９年度 　４団体/年

毎年、４団体を支援 保健課

八東地域に作業所設立の支援を行

います。

障がい者の自立支援促

進が図られます。

1カ所 福祉作業所（八東地域）の設立 保健課

総会、研修会等へ出向き、障がいの

ある方へ情報提供を行います。

情報の共有により障が

いのある方の安心な生

活が確保できます。

平成２５年度　 ５回/年

　　　２６年度　 ８回/年

　　　２７年度 １０回/年

　　　２８年度 １０回/年

　　　２９年度 １０回/年

各団体への説明会を

年10回開催

保健課

あいサポーターの養成を推進します。

決め細やかな支援を

行ない、障がいのある

方との共生が図られま

す。

平成２５年度末　１２１人(19)

　　　２６年度末　１４０人(20)

　　　２７年度末　１６０人(20)

　　　２８年度末　１８０人(20)

　　　２９年度末　２００人(20)

平成２９年度末　２００人の登録 保健課

福　　祉

障がい者支援

2 1.笑顔



1.笑顔のあふれるまちづくり  （子育て・健康・福祉）1.笑顔のあふれるまちづくり  （子育て・健康・福祉）1.笑顔のあふれるまちづくり  （子育て・健康・福祉）1.笑顔のあふれるまちづくり  （子育て・健康・福祉）

項　目 施　　策 事業内容 効　　果

平成２５年度実績及び

年次目標　(  )は年あたり

実　　績 到達目標（平成３０年３月） 担当課

○子育て支援の充実を図り、次世代の育成を支援します。○子育て支援の充実を図り、次世代の育成を支援します。○子育て支援の充実を図り、次世代の育成を支援します。○子育て支援の充実を図り、次世代の育成を支援します。

○高齢者の生きがいづくりと地域で支えあう福祉を推進します。○高齢者の生きがいづくりと地域で支えあう福祉を推進します。○高齢者の生きがいづくりと地域で支えあう福祉を推進します。○高齢者の生きがいづくりと地域で支えあう福祉を推進します。

○保健、福祉、医療の連携による健康づくりを推進します。○保健、福祉、医療の連携による健康づくりを推進します。○保健、福祉、医療の連携による健康づくりを推進します。○保健、福祉、医療の連携による健康づくりを推進します。

福　　祉 障がい者支援

災害時の障がい者支援登録と運用を

実施します。

災害時の支援を円滑に

行うことにより、障がいの

ある方の安心な生活が

守られます。

平成２５年度末　  ４２人

　　　２６年度末　  ８０人（38）

　　　２７年度末　１６０人（80）

　　　２８年度末　２６０人（100）

　　　２９年度末　３８０人（120）

平成２９年度末　３８０人の登録

福祉環境課

保健課

3 1.笑顔



1.笑顔のあふれるまちづくり  （子育て・健康・福祉）1.笑顔のあふれるまちづくり  （子育て・健康・福祉）1.笑顔のあふれるまちづくり  （子育て・健康・福祉）1.笑顔のあふれるまちづくり  （子育て・健康・福祉）

項　目 施　　策 事業内容 効　　果

平成２５年度実績及び

年次目標　(  )は年あたり

実　　績 到達目標（平成３０年３月） 担当課

○子育て支援の充実を図り、次世代の育成を支援します。○子育て支援の充実を図り、次世代の育成を支援します。○子育て支援の充実を図り、次世代の育成を支援します。○子育て支援の充実を図り、次世代の育成を支援します。

○高齢者の生きがいづくりと地域で支えあう福祉を推進します。○高齢者の生きがいづくりと地域で支えあう福祉を推進します。○高齢者の生きがいづくりと地域で支えあう福祉を推進します。○高齢者の生きがいづくりと地域で支えあう福祉を推進します。

○保健、福祉、医療の連携による健康づくりを推進します。○保健、福祉、医療の連携による健康づくりを推進します。○保健、福祉、医療の連携による健康づくりを推進します。○保健、福祉、医療の連携による健康づくりを推進します。

胃がん検診

平成２５年度末 ３３％

　　２６年度末 ４０％

　　２７年度末 ４５％

　　２８年度末 ５０％

    ２９年度末 ５０％

肺がん検診

平成２５年度末 ４４％

　　２６年度末 ４８％

　　２７年度末 ４９％

　　２８年度末 ５０％

　　２９年度末 ５０％

大腸がん検診

受診勧奨の強化・・広報活動の充実

　秋に検診受診勧奨ちらしを健康づく

り推進委員を通じて全戸配布します。

　健康づくり推進委員による各地域ご

とのがん検診推進事業（健康教室等）

を実施します。

　無線放送を活用し、受診勧奨しま

す。

　未受診者へ通知を送付し、受診勧

奨します。

健康づくり 検診受診率の向上

大腸がん検診

平成２５年度末 ４３％

　　２６年度末 ４７％

　　２７年度末 ４９％

　　２８年度末 ５０％

　　２９年度末 ５０％

子宮がん検診

平成２５年度末 ３０％

　　２６年度末 ４０％

　　２７年度末 ４５％

　　２８年度末 ５０％

　　２９年度末 ５０％

検診受診率が向上する

ことで、疾病予防、がん

等の早期発見、早期治

療で、医療費の削減と

75歳未満年齢調整死亡

率の低下が図られま

す。

奨します。

　特定健診対象者（４０歳新規対象

者・秋頃に未受診者　４０歳～６０歳・

途中加入者）にがん検診の受診勧奨

通知を同封します。

体制整備

　 一定の年齢の方にがん検診のクー

ポン券を配布します。

　個別がん検診の実施を拡大します。

がん検診受診率５０％ 保健課

4 1.笑顔



1.笑顔のあふれるまちづくり  （子育て・健康・福祉）1.笑顔のあふれるまちづくり  （子育て・健康・福祉）1.笑顔のあふれるまちづくり  （子育て・健康・福祉）1.笑顔のあふれるまちづくり  （子育て・健康・福祉）

項　目 施　　策 事業内容 効　　果

平成２５年度実績及び

年次目標　(  )は年あたり

実　　績 到達目標（平成３０年３月） 担当課

○子育て支援の充実を図り、次世代の育成を支援します。○子育て支援の充実を図り、次世代の育成を支援します。○子育て支援の充実を図り、次世代の育成を支援します。○子育て支援の充実を図り、次世代の育成を支援します。

○高齢者の生きがいづくりと地域で支えあう福祉を推進します。○高齢者の生きがいづくりと地域で支えあう福祉を推進します。○高齢者の生きがいづくりと地域で支えあう福祉を推進します。○高齢者の生きがいづくりと地域で支えあう福祉を推進します。

○保健、福祉、医療の連携による健康づくりを推進します。○保健、福祉、医療の連携による健康づくりを推進します。○保健、福祉、医療の連携による健康づくりを推進します。○保健、福祉、医療の連携による健康づくりを推進します。

（4頁続き）

検診受診率の向上

健康講座の開催

笑いを取り入れた健康講座を開催し

ます。

笑い療法と癒しを実践

し、健康増進が図られま

す。

平成２５年度　１回/年(講座)

　　　２６年度　１回/年

　　　２７年度　１回/年

　　　２８年度　１回/年

      ２９年度　１回/年

笑いを取り入れた健康講座を毎

年1回開催

保健課

健康づくり

乳がん検診

平成２５年度末 ２３％

　　２６年度末 ２３％

　　２７年度末 ２４％

　　２８年度末 ２５％

　　２９年度末 ５０％

集団検診と個別医療機関検診の受診

選択制を実施します。

      ２９年度　１回/年

八東プールの利用促

進

八東プールの利用者を増やします。

土日の開館利用促進（検討）

健康増進と医療費の抑

制につながります。

平成２５年度 2,496人/年

　　２６年度 2,500人/年

　　２７年度 2,600人/年

　　２８年度 2,700人/年

　　２９年度 2,800人/年

利用者　2,800人／年間

保健課

5 1.笑顔



1.笑顔のあふれるまちづくり  （子育て・健康・福祉）1.笑顔のあふれるまちづくり  （子育て・健康・福祉）1.笑顔のあふれるまちづくり  （子育て・健康・福祉）1.笑顔のあふれるまちづくり  （子育て・健康・福祉）

項　目 施　　策 事業内容 効　　果

平成２５年度実績及び

年次目標　(  )は年あたり

実　　績 到達目標（平成３０年３月） 担当課

○子育て支援の充実を図り、次世代の育成を支援します。○子育て支援の充実を図り、次世代の育成を支援します。○子育て支援の充実を図り、次世代の育成を支援します。○子育て支援の充実を図り、次世代の育成を支援します。

○高齢者の生きがいづくりと地域で支えあう福祉を推進します。○高齢者の生きがいづくりと地域で支えあう福祉を推進します。○高齢者の生きがいづくりと地域で支えあう福祉を推進します。○高齢者の生きがいづくりと地域で支えあう福祉を推進します。

○保健、福祉、医療の連携による健康づくりを推進します。○保健、福祉、医療の連携による健康づくりを推進します。○保健、福祉、医療の連携による健康づくりを推進します。○保健、福祉、医療の連携による健康づくりを推進します。

高齢者を対象としたタ

クシー助成

タクシー利用費を助成します。

交通手段の確保と自分

で外出することで、閉じ

こもりを防止し、介護予

防が図られます。

登録者数

平成２５年度末　665人

　　　２６年度末　728人(63)

　　　２７年度末　750人(22)

　　　２８年度末　780人(30)

　　　２９年度末　800人(20)

登録者数　800人 企画課

ふれあいサロンの充実

要援護者支援

社会福祉協議会・老人クラブ等と協力

し、独居・高齢者世帯等の見守り・安

否確認体制を整備します。

ふれあいサロンの充実

孤独死の防止、地域の

連携・活性化が図られま

す。

平成 ２５年度末 75団体

       ２６年度末 80団体(5)

  　　 ２７年度末 85団体(5)

       ２８年度末 95団体(10)

平成２９年　102団体 保健課

ふれあいサロンの充実

　　　　　　　（対象１２８団体）

す。        ２８年度末 95団体(10)

       ２９年度末 102団体(7)

地域福祉拠点の整備

地区福祉推進組織の立上げを支援

し、地域福祉拠点を整備します。

地域コミュニティの強化

と高齢者の地域生活の

充実が図られます。

平成２４年度末　３地区

　　　２５年度末　４地区（1）

　　　２６年度末　８地区（4）

　　　２７年度末　11地区（3）

　　　２８年度末　14地区（3）

町内全域１４地区

（H２８年度末終了）

保健課

支え愛マップの作成

支え愛マップを作成します。

対象は集落ごと（１２８集落）

地域コミュニティの強化

と高齢者の地域生活の

充実が図られます。

平成２４年度末　　5集落

　　　２５年度末　 ８集落（3）

　　　２６年度末　15集落（7）

　　　２７年度末　20集落（5）

　　　２８年度末　25集落（5）

町内全域25集落 保健課

高齢者の生

きがいづくり

6 1.笑顔



2.元気の出るまちづくり  (農林水産・商工・観光)2.元気の出るまちづくり  (農林水産・商工・観光)2.元気の出るまちづくり  (農林水産・商工・観光)2.元気の出るまちづくり  (農林水産・商工・観光)

項　目 施　　策 事業内容 効　　果

平成２５年度実績及び

年次目標　(  )は年あたり

実　　績 到達目標（平成３０年３月） 担当課

作業道の整備

山林の手入れ促進を図るため、

作業道整備を推進します。

間伐材の搬出と山林整

備が図られます。

（１年間の整備延長）

平成２５年度　28.7ｋｍ

　　　２６年度　48.7ｋｍ（20ｋｍ）

　　　２７年度　68.7ｋｍ（20ｋｍ）

　　　２８年度　88,7ｋｍ（20ｋｍ）

      ２９年度108.7ｋｍ（20ｋｍ）

（作業道整備）

20ｋm/年の整備を促進

平成２９年度末

　　　総延長108.7ｋmを目標

産業観光課

集落営農の組織化 集落営農の組織化を図ります。

農地の計画的利用が促

進されます。

平成２５年度末 １８組織

      ２６年度　１９組織（１）

  　　２７年度　２０組織（１）

      ２８年度　２１組織（１）

 　　 ２９年度　２２組織（１）

平成２９年度までに４組織の集落

営農組織化の実施。

営農法人組織化の拡大と、集落

営農の振興を目指す。

農業委員会

産業観光課

遊休農地の解消

農地利用状況調査により遊休農地を

把握し、所有者等に対して中間管理

機構への貸出し誘導等を行い、解消

を目指します。

農地の適正管理が図ら

れます。

平成２５年度末　19.6ha

　　　２６年度末　16.6ha(▲3)

　　　２７年度末　13.6ha(▲3)

　　　２８年度末　10.6ha(▲3)

　　　２９年度末　 7.6ha(▲3)

遊休農地 ７．６ha

農業委員会

産業観光課

認定農業者等担い手

の育成及び確保

　関係機関等と連携し認定農業者、特

定農業法人を確保します。

農業従事者の確保、農

地の適正管理が図られ

ます。

平成2５年度末 49経営4法人

　　　2６年度末 50経営(1)

　　　　　　　　　　 5法人(1)

　　　2７年度末 5１経営(1)

　　　　　　　　　 　6法人(1)

　　　2８年度末 52経営(1)

　　　　　　　　　　 7法人(1)

　　　2９年度末 53経営(1)

　　　　　　　　　　 8法人(1)

認定農業者 ５３経営

特定農業法人 ８法人

農業委員会

産業観光課

○活力ある農林水産業の振興を推進します。○活力ある農林水産業の振興を推進します。○活力ある農林水産業の振興を推進します。○活力ある農林水産業の振興を推進します。

○関係機関と連携し、商工業の活性化を推進します。○関係機関と連携し、商工業の活性化を推進します。○関係機関と連携し、商工業の活性化を推進します。○関係機関と連携し、商工業の活性化を推進します。

○恵まれた自然・資源を活かし、交流人口の拡大を推進します。○恵まれた自然・資源を活かし、交流人口の拡大を推進します。○恵まれた自然・資源を活かし、交流人口の拡大を推進します。○恵まれた自然・資源を活かし、交流人口の拡大を推進します。

農林水産業

の振興

7 2.元気



2.元気の出るまちづくり  (農林水産・商工・観光)2.元気の出るまちづくり  (農林水産・商工・観光)2.元気の出るまちづくり  (農林水産・商工・観光)2.元気の出るまちづくり  (農林水産・商工・観光)

項　目 施　　策 事業内容 効　　果

平成２５年度実績及び

年次目標　(  )は年あたり

実　　績 到達目標（平成３０年３月） 担当課

○活力ある農林水産業の振興を推進します。○活力ある農林水産業の振興を推進します。○活力ある農林水産業の振興を推進します。○活力ある農林水産業の振興を推進します。

○関係機関と連携し、商工業の活性化を推進します。○関係機関と連携し、商工業の活性化を推進します。○関係機関と連携し、商工業の活性化を推進します。○関係機関と連携し、商工業の活性化を推進します。

○恵まれた自然・資源を活かし、交流人口の拡大を推進します。○恵まれた自然・資源を活かし、交流人口の拡大を推進します。○恵まれた自然・資源を活かし、交流人口の拡大を推進します。○恵まれた自然・資源を活かし、交流人口の拡大を推進します。

農地の利用集積

貸し手、借り手の意向等の情報収集を

行い、中間管理事業への誘導、担い

手の紹介など効率的な利用集積を行

います。

農業経営の安定、農地

の適正管理が図られま

す。

平成２５年度末　621ｈａ

　　　２６年度末　641ha(20)

　　　２７年度末　661ha(20)

　　　２８年度末　681ha(20)

      ２９年度末　701ｈa(20)

701haの利用集積

農業委員会

産業観光課

有害鳥獣侵入防止柵

設置推進

中山間地の農地を有害鳥獣から守る

ため、侵入防止柵の設置を推進しま

す。特に、集落ぐるみの取組みを推進

します。

平成２５年度末　 218km

　　　２６年度末　 223km(5)

　　　２７年度末　 228km(5)

　　　２８年度末　 233km(5)

      ２９年度末　 238km(5)

5ｋm/年の設置を推進

平成２９年度末

　　　　総延長　２３８ｋmを目標

産業観光課

有害鳥獣捕獲用

箱わなの導入

農作物に被害を与える有害鳥獣を捕

獲する捕獲用箱わなの導入を推進し

ます。

平成２５年度末　 85基

　　　２６年度末　105基(20)

　　　２７年度末　125基(20)

　　　２８年度末　145基(20)

      ２９年度末　165基(20)

20基/年導入

平成２９年度末　１６５基を目標

産業観光課

有害鳥獣捕獲者数の

確保

有害鳥獣の個体数を減らすため、新

規狩猟免許取得者に対し取得経費を

補助することにより、有害鳥獣捕獲者

の確保に努めます。

平成２５年度末　 79人

　　　２６年度末　 89人(10)

　　　２７年度末　 99人(10)

　　　２８年度末　109人(10)

      ２９年度末　119人(１0)

10人/年の狩猟免許取得を推進

平成２９年度末　１１９人を目標

産業観光課

農林水産業

の振興

有害鳥獣による農作物

被害の軽減が図られま

す。

8 2.元気



2.元気の出るまちづくり  (農林水産・商工・観光)2.元気の出るまちづくり  (農林水産・商工・観光)2.元気の出るまちづくり  (農林水産・商工・観光)2.元気の出るまちづくり  (農林水産・商工・観光)

項　目 施　　策 事業内容 効　　果

平成２５年度実績及び

年次目標　(  )は年あたり

実　　績 到達目標（平成３０年３月） 担当課

○活力ある農林水産業の振興を推進します。○活力ある農林水産業の振興を推進します。○活力ある農林水産業の振興を推進します。○活力ある農林水産業の振興を推進します。

○関係機関と連携し、商工業の活性化を推進します。○関係機関と連携し、商工業の活性化を推進します。○関係機関と連携し、商工業の活性化を推進します。○関係機関と連携し、商工業の活性化を推進します。

○恵まれた自然・資源を活かし、交流人口の拡大を推進します。○恵まれた自然・資源を活かし、交流人口の拡大を推進します。○恵まれた自然・資源を活かし、交流人口の拡大を推進します。○恵まれた自然・資源を活かし、交流人口の拡大を推進します。

起業活動支援 起業活動を支援します。

新たな雇用が創出され

ます。

平成２５年度末　１件

　　　２６年度末　２件（１）

　　　２７年度末　３件（１）

　　　２８年度末　４件（１）

      ２９年度末　５件（１）

起業を支援し、雇用の確保を図

る。（平成29年度末までに５件の

起業を目指す。）

産業観光課

企業誘致 企業誘致を推進します。

新たな雇用が創出され

ます。

平成２５年度末　１件

　　　２６年度末　２件（１）

　　　２７年度末　３件（１）

　　　２８年度末　４件（１）

　　　２９年度末　５件（１）

企業誘致を推進し、雇用の確保

を図る。（平成２９年度末までに５

件の企業誘致を目指す。）

産業観光課

関西事務所

観光協会の法人化 民間活力の導入を図ります。

地域活力の再生が図ら

れます。

平成25年度

　　　調査研究準備

平成26年度　準備

平成27年度　法人化

（法人組織化）

観光協会の法人化

産業観光課

特産品の販路拡大 特産品等の販路拡大に努めます。

所得の向上と知名度

アップが図られます。

関西圏を中心に営業及びイベ

ント等に参加

平成２５年度末　１０件

　　　２６年度末　１５件（５）

　　　２７年度末　２０件（５）

　　　２８年度末　２５件（５）

　　　２９年度末　３０件（５）

販路を拡大することにより、所得

の向上と知名度アップを図るとと

もに雇用の創出を目指す。

産業観光課・

関西事務所

6次産業化の推進

個別農家を支援し、生産から加工・販

売を推進します。

所得の向上が図られま

す。

平成２５年度　約４５．０％

　　　２６年度末　４０．０％

　　　２７年度末　３２．０％

　　　２８年度末　２７．０％

　　　２９年度末　２５．０％

　（6次産業化）

農産物販売金が50万円未満の

農家の割合を減らしていく（約

45％を平成29年度末目標で

25％を目指す。）

産業観光課

商工業の活

性化

9 2.元気



2.元気の出るまちづくり  (農林水産・商工・観光)2.元気の出るまちづくり  (農林水産・商工・観光)2.元気の出るまちづくり  (農林水産・商工・観光)2.元気の出るまちづくり  (農林水産・商工・観光)

項　目 施　　策 事業内容 効　　果

平成２５年度実績及び

年次目標　(  )は年あたり

実　　績 到達目標（平成３０年３月） 担当課

○活力ある農林水産業の振興を推進します。○活力ある農林水産業の振興を推進します。○活力ある農林水産業の振興を推進します。○活力ある農林水産業の振興を推進します。

○関係機関と連携し、商工業の活性化を推進します。○関係機関と連携し、商工業の活性化を推進します。○関係機関と連携し、商工業の活性化を推進します。○関係機関と連携し、商工業の活性化を推進します。

○恵まれた自然・資源を活かし、交流人口の拡大を推進します。○恵まれた自然・資源を活かし、交流人口の拡大を推進します。○恵まれた自然・資源を活かし、交流人口の拡大を推進します。○恵まれた自然・資源を活かし、交流人口の拡大を推進します。

郡家駅周辺の整備（県道改良を含む）

を行います。

交流・交通の拠点として

の機能を高め、観光・情

報発信の拠点を整備す

ることで、町全体の活性

化が図られます。

平成25年度

　　　　設計、契約協定締結

平成26年度　事業実施

郡家駅コミュニティセンターの整

備

企画課

郡家駅コミュニティ施設等を活用し誘

客を図ります。

町内外からのお客様へ

観光情報の提供や、イ

ベントなどで誘客が図ら

れます。

イベント等の回数

平成２５年度末　　０回

　　　２６年度末　　０回

　　　２７年度末　１２回（１２）

　　　２８年度末　１７回（５）

　　　２９年度末　２２回（５）

観光客及び誘客数の増大を図

る。

産業観光課

郡家駅周辺整備観光振興

10 2.元気



2.元気の出るまちづくり  (農林水産・商工・観光)2.元気の出るまちづくり  (農林水産・商工・観光)2.元気の出るまちづくり  (農林水産・商工・観光)2.元気の出るまちづくり  (農林水産・商工・観光)

項　目 施　　策 事業内容 効　　果

平成２５年度実績及び

年次目標　(  )は年あたり

実　　績 到達目標（平成３０年３月） 担当課

○活力ある農林水産業の振興を推進します。○活力ある農林水産業の振興を推進します。○活力ある農林水産業の振興を推進します。○活力ある農林水産業の振興を推進します。

○関係機関と連携し、商工業の活性化を推進します。○関係機関と連携し、商工業の活性化を推進します。○関係機関と連携し、商工業の活性化を推進します。○関係機関と連携し、商工業の活性化を推進します。

○恵まれた自然・資源を活かし、交流人口の拡大を推進します。○恵まれた自然・資源を活かし、交流人口の拡大を推進します。○恵まれた自然・資源を活かし、交流人口の拡大を推進します。○恵まれた自然・資源を活かし、交流人口の拡大を推進します。

移住・定住を促進します。

平成２５年度　２世帯

　　  ２６年度　４世帯（2）

  　　２７年度　６世帯（2）

      ２８年度　８世帯（2）

　　　２９年度　10世帯（2）

合計１０世帯の定住 企画課

空家への入居者に対する助成制度や

住宅を取得した場合の固定資産税の

軽減を検討します。

平成２５年度　２世帯

　　  ２６年度　４世帯（2）

  　　２７年度　６世帯（2）

      ２８年度　８世帯（2）

　　　２９年度　10世帯（2）

合計１０世帯の定住

企画課・税務

課

新たな宅地造成の促進を行い定住を

図ります。（民間整備分を含む）

民間宅地造成

平成２５年度　　６区画

　　  ２６年度　１８区画（12）

  　　２７年度　３０区画（12）

      ２８年度　４２区画（12）

　　　２９年度　５２区画（10）

宅地造成　52区画（民間）

建設課

魅力ある町づくり事業

の推進

魅力ある町づくり事業助成を実施しま

す。

魅力ある地域づくり団体

が育成されます。

平成２５年度　　５団体

　　  ２６年度　１０団体（5）

  　　２７年度　１５団体（5）

      ２８年度　２０団体（5）

合計　２０団体の実施

※Ｈ29.3.31要綱廃止

企画課

地域おこし協力隊によ

る地域活性化事業

平成25年現在4人の地域おこし協力

隊を2人増員し、地域おこしを図りま

す。

（H24年度～2人でスタート）

地域おこし、村おこしな

ど、地場の元気を取り戻

し、若者の流入が促進さ

れます。

平成25年度末　４人

平成26年度　　４人（０）

平成27年度　　６人（２）

平成28年度　　６人（０）

平成29年度　　６人（０）

地域おこし協力隊隊員による集

落、地域の活性化を図り、基本

は、6人の定着

産業観光課

連携・交流

移住・定住の促進

移住・定住が促進され、

地域の活性化が図られ

ます。

11 2.元気



2.元気の出るまちづくり  (農林水産・商工・観光)2.元気の出るまちづくり  (農林水産・商工・観光)2.元気の出るまちづくり  (農林水産・商工・観光)2.元気の出るまちづくり  (農林水産・商工・観光)

項　目 施　　策 事業内容 効　　果

平成２５年度実績及び

年次目標　(  )は年あたり

実　　績 到達目標（平成３０年３月） 担当課

○活力ある農林水産業の振興を推進します。○活力ある農林水産業の振興を推進します。○活力ある農林水産業の振興を推進します。○活力ある農林水産業の振興を推進します。

○関係機関と連携し、商工業の活性化を推進します。○関係機関と連携し、商工業の活性化を推進します。○関係機関と連携し、商工業の活性化を推進します。○関係機関と連携し、商工業の活性化を推進します。

○恵まれた自然・資源を活かし、交流人口の拡大を推進します。○恵まれた自然・資源を活かし、交流人口の拡大を推進します。○恵まれた自然・資源を活かし、交流人口の拡大を推進します。○恵まれた自然・資源を活かし、交流人口の拡大を推進します。

国内交流の推進

大阪市住吉区・神戸市長田区・武蔵

野市との交流を推進します。

地域間交流による地域

振興が図られます。

平成２５年度　２地域

      ２６年度　３地域

  　　２７年度　２地域

      ２８年度　３地域

　　　２９年度　２地域

３地域実施（武蔵野市は隔年） 企画課

国際交流の推進

交流協定を締結している韓国横城郡

と様々な分野での交流を促進します。

国際交流による人材育

成と異文化交流により、

地域活性化が図られま

す。

平成２５年度　5事業

      ２６年度　6事業

  　　２７年度　5事業

      ２８年度　5事業

　　　２９年度　5事業

毎年5交流事業の実施 企画課

連携・交流

12 2.元気



3.心豊かなまちづくり  (教育・スポーツ・文化)3.心豊かなまちづくり  (教育・スポーツ・文化)3.心豊かなまちづくり  (教育・スポーツ・文化)3.心豊かなまちづくり  (教育・スポーツ・文化)

項　目 施　　策 事業内容 効　　果

平成２５年度実績及び

年次目標　(  )は年あたり

実　　績 到達目標（平成３０年３月） 担当課

中学校の再編成 中学校を再編成します。

義務教育の充実が図ら

れます。

平成２５年度　環境整備

      ２６年度　環境整備

平成２７年４月１日統合中学校

開校

教育委員会

小学校の再編成

船岡地域、八東地域の小学校を再編

成します。

義務教育の充実が図ら

れます。

平成２５年度　協議

　　　２６年度　協議

　　　２７年度　協議

　　　２８年度　環境整備

平成２８年度　改修。

平成２９年４月１日統合小学校

（２校）開校

教育委員会

オリンピックキャンプ地

の誘致

東京オリンピックにおいて、ホッケー

競技キャンプ地の誘致に努めます。

町民のホッケー競技へ

の関心が高まるととも

に、スポーツをする少年

少女の意欲と競技力の

向上につながります。

平成２６年度　協議

　　　２７年度　協議

　　　２８年度　協議

　　　２９年度　協議

　　　３０年度　環境整備

平成３２年東京オリンピック開催 教育委員会

教育環境と

スポーツ

○学校教育環境の充実を図り、スポーツ活動の振興に努めます。○学校教育環境の充実を図り、スポーツ活動の振興に努めます。○学校教育環境の充実を図り、スポーツ活動の振興に努めます。○学校教育環境の充実を図り、スポーツ活動の振興に努めます。

○豊かな人間性を育むまちづくりを推進します。○豊かな人間性を育むまちづくりを推進します。○豊かな人間性を育むまちづくりを推進します。○豊かな人間性を育むまちづくりを推進します。

○先人が築いた誇りを再認識し、文化の継承を支援します。○先人が築いた誇りを再認識し、文化の継承を支援します。○先人が築いた誇りを再認識し、文化の継承を支援します。○先人が築いた誇りを再認識し、文化の継承を支援します。
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3.心豊かなまちづくり  (教育・スポーツ・文化)3.心豊かなまちづくり  (教育・スポーツ・文化)3.心豊かなまちづくり  (教育・スポーツ・文化)3.心豊かなまちづくり  (教育・スポーツ・文化)

項　目 施　　策 事業内容 効　　果

平成２５年度実績及び

年次目標　(  )は年あたり

実　　績 到達目標（平成３０年３月） 担当課

○学校教育環境の充実を図り、スポーツ活動の振興に努めます。○学校教育環境の充実を図り、スポーツ活動の振興に努めます。○学校教育環境の充実を図り、スポーツ活動の振興に努めます。○学校教育環境の充実を図り、スポーツ活動の振興に努めます。

○豊かな人間性を育むまちづくりを推進します。○豊かな人間性を育むまちづくりを推進します。○豊かな人間性を育むまちづくりを推進します。○豊かな人間性を育むまちづくりを推進します。

○先人が築いた誇りを再認識し、文化の継承を支援します。○先人が築いた誇りを再認識し、文化の継承を支援します。○先人が築いた誇りを再認識し、文化の継承を支援します。○先人が築いた誇りを再認識し、文化の継承を支援します。

豊かな人間

性 図書館の利用促進

「いつでも、どこでも、だれでも」利用

できる図書館として、多くの方に利用

していただき、おはなし会などの事業

を積極的に実施し、利用者数の増加

を図ります。

多くの人が、図書館を利

用しやすい、環境整備

が図られます。

平成２５年度利用者

　　　　　　　　　29,200人

　　　２６年度末　1％増

　　　　　　　　　29,500人

　　　２７年度末　1％増

　　　　　　　　　29,800人

　　　２８年度末　1％増

　　　　　　　　　30,100人

　　　２９年度末　1％増

　　　　　　　　　30,400人

平成２９年度末

　　利用者数　30,400人

図書館
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3.心豊かなまちづくり  (教育・スポーツ・文化)3.心豊かなまちづくり  (教育・スポーツ・文化)3.心豊かなまちづくり  (教育・スポーツ・文化)3.心豊かなまちづくり  (教育・スポーツ・文化)

項　目 施　　策 事業内容 効　　果

平成２５年度実績及び

年次目標　(  )は年あたり

実　　績 到達目標（平成３０年３月） 担当課

○学校教育環境の充実を図り、スポーツ活動の振興に努めます。○学校教育環境の充実を図り、スポーツ活動の振興に努めます。○学校教育環境の充実を図り、スポーツ活動の振興に努めます。○学校教育環境の充実を図り、スポーツ活動の振興に努めます。

○豊かな人間性を育むまちづくりを推進します。○豊かな人間性を育むまちづくりを推進します。○豊かな人間性を育むまちづくりを推進します。○豊かな人間性を育むまちづくりを推進します。

○先人が築いた誇りを再認識し、文化の継承を支援します。○先人が築いた誇りを再認識し、文化の継承を支援します。○先人が築いた誇りを再認識し、文化の継承を支援します。○先人が築いた誇りを再認識し、文化の継承を支援します。

町民文化祭の開催

平成２４年に文化協会を設立してお

り、役員、各専門部長を中心に芸術・

文化の普及振興を図ります。

心の豊かさの向上が図

られます。豊かな感性が

育まれます。

平成２５年度に町民文化祭

準備委員会を設置し、

２６年11月に実施

文化協会と各地域公民館利用

グループの連携により、合併１０

年記念事業の一環として、平成

２６年度に町民文化祭を開催

公民館

公民館事業の充実

中央公民館・地区公民館の充実によ

り様々な年代が関われる事業の開

催、地域課題に応じた学習・講座を実

施します。

生涯学習を通じて、心

豊かな生活、生きがい

づくりが育まれます。

平成２６年度、公民館を拠点

として多様な学習機会や事

業を提供する。

生涯学習を充実し、身近な学

習・交流の場として、生涯学習

の振興・豊かな人づくりを推進す

る。

公民館

文化の振興

15 3.心豊か



3.心豊かなまちづくり  (教育・スポーツ・文化)3.心豊かなまちづくり  (教育・スポーツ・文化)3.心豊かなまちづくり  (教育・スポーツ・文化)3.心豊かなまちづくり  (教育・スポーツ・文化)

項　目 施　　策 事業内容 効　　果

平成２５年度実績及び

年次目標　(  )は年あたり

実　　績 到達目標（平成３０年３月） 担当課

○学校教育環境の充実を図り、スポーツ活動の振興に努めます。○学校教育環境の充実を図り、スポーツ活動の振興に努めます。○学校教育環境の充実を図り、スポーツ活動の振興に努めます。○学校教育環境の充実を図り、スポーツ活動の振興に努めます。

○豊かな人間性を育むまちづくりを推進します。○豊かな人間性を育むまちづくりを推進します。○豊かな人間性を育むまちづくりを推進します。○豊かな人間性を育むまちづくりを推進します。

○先人が築いた誇りを再認識し、文化の継承を支援します。○先人が築いた誇りを再認識し、文化の継承を支援します。○先人が築いた誇りを再認識し、文化の継承を支援します。○先人が築いた誇りを再認識し、文化の継承を支援します。

文化財の掘り起こし

町指定文化財の掘り起こしを行いま

す。

地域文化の再発見と文

化の振興が図られます。

町指定文化財

平成２５年度現在５６件。

指定文化財の積極的な掘り

起しを行い、随時、登録を行

う。

指定文化財の積極的な掘り起

し、登録に努める。

教育委員会

郷土芸能の維持・復活

地域の郷土芸能の復活や維持を支

援します。

地域文化の再発見と文

化の振興が図られます。

地域に伝わる伝統芸能や、

郷土芸能などを掘り起こし、

復活、また維持のための支

援を行う。

地域に伝わる伝統芸能や、郷土

芸能など、復活また維持のた

め、支援を継続的に行う。

教育委員会

文化の継承
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4.優しいまちづくり  (安心安全・環境・人権・公共交通)4.優しいまちづくり  (安心安全・環境・人権・公共交通)4.優しいまちづくり  (安心安全・環境・人権・公共交通)4.優しいまちづくり  (安心安全・環境・人権・公共交通)

○町民の利便性を図るため、若桜鉄道、町営バスなどの公共交通の確保に努めます。○町民の利便性を図るため、若桜鉄道、町営バスなどの公共交通の確保に努めます。○町民の利便性を図るため、若桜鉄道、町営バスなどの公共交通の確保に努めます。○町民の利便性を図るため、若桜鉄道、町営バスなどの公共交通の確保に努めます。

項　目 施　　策 事業内容 効　　果

平成２５年度実績及び

年次目標　(  )は年あたり

実　　績 到達目標（平成３０年３月） 担当課

防災体制の整備

防災訓練の実施及び災害時要援護

者の避難支援等の充実を図ります。

初動訓練の実施により、

被害を最小限にくい止

めるとともに、地域住民

の防災意識の高揚が図

られます。

平成２５年度末　　０％

　　　２６年度末　８０％

　　　２７年度末　８５％

　　　２８年度末　９０％

　　　２９年度末　９５％

行政区における、防災訓練実施

率９５％

防災室

防災マップ・地震ハ

ザードマップの改正

防災マップ・地震ハザードマップを見

直し、作成します。

災害時に住民を安全か

つ迅速に避難させる体

制の整備が図られま

す。

平成１９年度末　作成

　　　２６年度末　見直し作成

　　　２７年度末　全戸配布

ハザードマップを活用した避難

訓練の実施

防災室

情報収集設備の整備

広域避難所における情報収集設備と

してテレビアンテナを整備します。

　45箇所（うちグラウンド６箇所）→テレ

ビ設置可能避難施設39箇所

避難所において、迅速

かつ的確な情報収集が

図られます。

平成２５年度迄３１施設

　　　２６年度　３６施設（5）

　　　２７年度　３９施設（3）

　　　　　　　設置率　１００％

避難所における、物資等の配備

に努めるとともに、通信設備の

整備を進める。また福祉施設避

難所の指定を行う。

防災室

水道老朽管更新、処理

施設統合

施設長寿命化・更新計画の作成での

水道老朽管更新、処理施設統合を進

めます。

安定供給・処理での防

災体制強化及び、耐震

化並びに水道有収率の

向上が図られます。

２５年度：計画作成　水道管

路３００ｍ、集排施設統合（野

町・破岩）

２６年度：水道管路３００ｍ、集

排施設統合（新庄）

２７年度：水道管路３００ｍ

２８年度：水道管路３００ｍ

29年度：水道管路３００ｍ

水道管耐震化率15.0％を

16.0％へ向上、有収率を現在の

84.5％を86.0％にする。農集施

設耐震化率78％を８5％に向上

上下水道課

○防災体制の充実を図り、災害に強いまちづくりを推進します。○防災体制の充実を図り、災害に強いまちづくりを推進します。○防災体制の充実を図り、災害に強いまちづくりを推進します。○防災体制の充実を図り、災害に強いまちづくりを推進します。

○環境保全に努め、循環型社会への対応を推進します。○環境保全に努め、循環型社会への対応を推進します。○環境保全に努め、循環型社会への対応を推進します。○環境保全に努め、循環型社会への対応を推進します。

○差別解消に向け、一人ひとりの人権が尊重されるまちづくりを推進します。○差別解消に向け、一人ひとりの人権が尊重されるまちづくりを推進します。○差別解消に向け、一人ひとりの人権が尊重されるまちづくりを推進します。○差別解消に向け、一人ひとりの人権が尊重されるまちづくりを推進します。

防災体制の

充実

17 4.優しい



4.優しいまちづくり  (安心安全・環境・人権・公共交通)4.優しいまちづくり  (安心安全・環境・人権・公共交通)4.優しいまちづくり  (安心安全・環境・人権・公共交通)4.優しいまちづくり  (安心安全・環境・人権・公共交通)

○町民の利便性を図るため、若桜鉄道、町営バスなどの公共交通の確保に努めます。○町民の利便性を図るため、若桜鉄道、町営バスなどの公共交通の確保に努めます。○町民の利便性を図るため、若桜鉄道、町営バスなどの公共交通の確保に努めます。○町民の利便性を図るため、若桜鉄道、町営バスなどの公共交通の確保に努めます。

項　目 施　　策 事業内容 効　　果

平成２５年度実績及び

年次目標　(  )は年あたり

実　　績 到達目標（平成３０年３月） 担当課

○防災体制の充実を図り、災害に強いまちづくりを推進します。○防災体制の充実を図り、災害に強いまちづくりを推進します。○防災体制の充実を図り、災害に強いまちづくりを推進します。○防災体制の充実を図り、災害に強いまちづくりを推進します。

○環境保全に努め、循環型社会への対応を推進します。○環境保全に努め、循環型社会への対応を推進します。○環境保全に努め、循環型社会への対応を推進します。○環境保全に努め、循環型社会への対応を推進します。

○差別解消に向け、一人ひとりの人権が尊重されるまちづくりを推進します。○差別解消に向け、一人ひとりの人権が尊重されるまちづくりを推進します。○差別解消に向け、一人ひとりの人権が尊重されるまちづくりを推進します。○差別解消に向け、一人ひとりの人権が尊重されるまちづくりを推進します。

公共施設の耐震化

教育施設等の非構造部材（水銀灯

等）の耐震対策を推進します。

安心安全な教育施設の

確保が図られます。

平成２５年度　一部実施

　　　２６年度　中学校１施設

  　　２７年度　小学校８施設

  　　２８年度　体育館７施設

 　　 ２９年度　屋内運動場

                           2 施設

小中学校、社会体育施設計１８

カ所の非構造部材の耐震対策

を実施

教育委員会

公共施設の耐震化

未実施施設の耐震診断と、耐震化を

実施します。

安心安全な公共施設の

整備が図られます。

平成２６年度調査６施設

　　　２７年度以降耐震化

　　　事業の実施

町内公共施設の耐震診断の完

了と、耐震基準を満たしていな

い施設の耐震化の実施

人権推進課

中央人権啓

発センター

道路の改良整備により強い生活基盤

を確保します。

活力ある社会形成と安

全安心の生活環境の確

保が図られます。

（事業費ベース実施率）

平成２５年度末　１８％

　　　２６年度末　２６％

　　　２７年度末　３３％

　　　２８年度末　３９％

    　２９年度末　４４％

生活道改良（改築修繕）推進

（社会資本整備事業実施分6路

線）

建設課

他の補助制度に該当しない、集落内

道路の改良に対する補助を実施しま

す。

生活環境の整備が図ら

れます。

２路線／年間

軽自動車以上が通行可能な集

落内道路とするよう、８路線を改

修

　　　　（平成29年3月31日限り）

建設課

橋梁整備

橋梁の改良整備により強い生活基盤

を確保します。

活力ある社会形成と安

全安心の生活環境の確

保が図られます。

（事業費ベース実施率）

平成２５年度末　　９％

　　　２６年度末　３１％

　　　２７年度末　４６％

　　　２８年度末　６５％

　　　２９年度末　７７％

橋梁整備（長寿命化）の推進

（社会資本整備事業実施分16

橋）

建設課

生活道整備

防災体制の

充実

18 4.優しい



4.優しいまちづくり  (安心安全・環境・人権・公共交通)4.優しいまちづくり  (安心安全・環境・人権・公共交通)4.優しいまちづくり  (安心安全・環境・人権・公共交通)4.優しいまちづくり  (安心安全・環境・人権・公共交通)

○町民の利便性を図るため、若桜鉄道、町営バスなどの公共交通の確保に努めます。○町民の利便性を図るため、若桜鉄道、町営バスなどの公共交通の確保に努めます。○町民の利便性を図るため、若桜鉄道、町営バスなどの公共交通の確保に努めます。○町民の利便性を図るため、若桜鉄道、町営バスなどの公共交通の確保に努めます。

項　目 施　　策 事業内容 効　　果

平成２５年度実績及び

年次目標　(  )は年あたり

実　　績 到達目標（平成３０年３月） 担当課

○防災体制の充実を図り、災害に強いまちづくりを推進します。○防災体制の充実を図り、災害に強いまちづくりを推進します。○防災体制の充実を図り、災害に強いまちづくりを推進します。○防災体制の充実を図り、災害に強いまちづくりを推進します。

○環境保全に努め、循環型社会への対応を推進します。○環境保全に努め、循環型社会への対応を推進します。○環境保全に努め、循環型社会への対応を推進します。○環境保全に努め、循環型社会への対応を推進します。

○差別解消に向け、一人ひとりの人権が尊重されるまちづくりを推進します。○差別解消に向け、一人ひとりの人権が尊重されるまちづくりを推進します。○差別解消に向け、一人ひとりの人権が尊重されるまちづくりを推進します。○差別解消に向け、一人ひとりの人権が尊重されるまちづくりを推進します。

下水道加入・接続促進

下水道加入・接続促進を行い、環境

にやさしいまちづくりを推進します。

公共用水域の水質保全

及び地域の生活環境の

維持・向上が図られま

す。

平成25年度末

接続率　９１．4％

各年度８件接続

平成２6年度末　91.6%

　　　２7年度末　91.7%

　　　２8年度末　91.8%

　　　２9年度末　91.9%

平成29年度末 接続率 ９１．9％ 上下水道課

簡易水道の加入促進

簡易水道の加入促進を行うとともに、

節水意識の高揚を図り、環境にやさし

いまちづくりを推進します。

節水意識の高揚によ

る、環境負荷の軽減が

図られます。

平成25年度末

加入率98.44％

平成２6年度末　98.6%

　　　２7年度末　98.7%

　　　２8年度末　98.8%

　　　２9年度末　98.9%

平成29年度末　加入率　98.9％ 上下水道課

ごみステーション設置

補助制度の推進

路上ごみステーション等の解消のた

め、ごみステーション設置に対する補

助制度を実施します。

環境を改善し、景観が

保全されます。

平成２５年度　３箇所実施

　　　２６年度　５箇所（2）

　　　２７年度　７箇所（2）

　　　２８年度　９箇所（2）

　　　２９年度　11箇所（2）

平成２９年度末までに11箇所実

施

　　　　（平成29年4月23日限り）

福祉環境課

生ゴミのリサイクルの推

進

環境教育の充実を行い、生ゴミリサイ

クル推進事業の拡大を図ります。

循環型社会の促進とご

みの減量化、二酸化炭

素の削減が図られま

す。

生ゴミリサイクル実施世帯

平成２５年度末　３２％

　　　２６年度末　３３％

　　　２７年度末　３４％

　　　２８年度末　３５％

　　  ２９年度末　３６％

生ごみのリサイクル

３６％の世帯取り組み

福祉環境課

循環型社会

への対応

19 4.優しい



4.優しいまちづくり  (安心安全・環境・人権・公共交通)4.優しいまちづくり  (安心安全・環境・人権・公共交通)4.優しいまちづくり  (安心安全・環境・人権・公共交通)4.優しいまちづくり  (安心安全・環境・人権・公共交通)

○町民の利便性を図るため、若桜鉄道、町営バスなどの公共交通の確保に努めます。○町民の利便性を図るため、若桜鉄道、町営バスなどの公共交通の確保に努めます。○町民の利便性を図るため、若桜鉄道、町営バスなどの公共交通の確保に努めます。○町民の利便性を図るため、若桜鉄道、町営バスなどの公共交通の確保に努めます。

項　目 施　　策 事業内容 効　　果

平成２５年度実績及び

年次目標　(  )は年あたり

実　　績 到達目標（平成３０年３月） 担当課

○防災体制の充実を図り、災害に強いまちづくりを推進します。○防災体制の充実を図り、災害に強いまちづくりを推進します。○防災体制の充実を図り、災害に強いまちづくりを推進します。○防災体制の充実を図り、災害に強いまちづくりを推進します。

○環境保全に努め、循環型社会への対応を推進します。○環境保全に努め、循環型社会への対応を推進します。○環境保全に努め、循環型社会への対応を推進します。○環境保全に努め、循環型社会への対応を推進します。

○差別解消に向け、一人ひとりの人権が尊重されるまちづくりを推進します。○差別解消に向け、一人ひとりの人権が尊重されるまちづくりを推進します。○差別解消に向け、一人ひとりの人権が尊重されるまちづくりを推進します。○差別解消に向け、一人ひとりの人権が尊重されるまちづくりを推進します。

可燃ゴミの減量化

古紙回収（２箇月に１回、回収）の実

施集落を増やし、可燃ごみの減量化

を図ります。

ごみの減量化、二酸化

炭素の削減が図られま

す。

古紙回収実施集落

平成２５年度末　95集落

　　　２６年度末 105集落(10)

　　　２７年度末 115集落(10)

　　　２８年度末 125集落(10)

　　　２９年度末 128集落(3)

平成２９年度末　　１２８集落 福祉環境課

環境パトロールの実施 環境パトロールを実施します。

不法投棄の減少が図ら

れます。

平成２５年度　月２回

　　　２６年度　月３回

　　　２７年度　月３回

　　　２８年度　月４回

      ２９年度　月４回

週１回パトロールの実施 福祉環境課

循環型社会

への対応

20 4.優しい



4.優しいまちづくり  (安心安全・環境・人権・公共交通)4.優しいまちづくり  (安心安全・環境・人権・公共交通)4.優しいまちづくり  (安心安全・環境・人権・公共交通)4.優しいまちづくり  (安心安全・環境・人権・公共交通)

○町民の利便性を図るため、若桜鉄道、町営バスなどの公共交通の確保に努めます。○町民の利便性を図るため、若桜鉄道、町営バスなどの公共交通の確保に努めます。○町民の利便性を図るため、若桜鉄道、町営バスなどの公共交通の確保に努めます。○町民の利便性を図るため、若桜鉄道、町営バスなどの公共交通の確保に努めます。

項　目 施　　策 事業内容 効　　果

平成２５年度実績及び

年次目標　(  )は年あたり

実　　績 到達目標（平成３０年３月） 担当課

○防災体制の充実を図り、災害に強いまちづくりを推進します。○防災体制の充実を図り、災害に強いまちづくりを推進します。○防災体制の充実を図り、災害に強いまちづくりを推進します。○防災体制の充実を図り、災害に強いまちづくりを推進します。

○環境保全に努め、循環型社会への対応を推進します。○環境保全に努め、循環型社会への対応を推進します。○環境保全に努め、循環型社会への対応を推進します。○環境保全に努め、循環型社会への対応を推進します。

○差別解消に向け、一人ひとりの人権が尊重されるまちづくりを推進します。○差別解消に向け、一人ひとりの人権が尊重されるまちづくりを推進します。○差別解消に向け、一人ひとりの人権が尊重されるまちづくりを推進します。○差別解消に向け、一人ひとりの人権が尊重されるまちづくりを推進します。

部落学習会参加率（世帯）の増加を

図ります。

町全体で差別解消に向

けた学習会の取り組み

が促進できます。

平成２５年度末　３８％

　　　２６年度末　４０％

　　　２７年度末　４２％

　　　２８年度末　４５％

　　　２９年度末　５０％

平成２９年度    ５０％ 人権推進課

同和問題講演会の初参加者数の増

加を図ります。

人権同和問題の学習者

のすそ野を広げることが

できます。

平成２５年度末　１８人

　　　２６年度末　２５人(7)

　　　２７年度末　３０人(5)

　　　２８年度末　３５人(5)

　　　２９年度末　４０人(5)

初心者向けの講演会を開催し、

初参加者の増加を図る。

人権推進課

同和教育指導員の養成を図ります。

部落学習会での指導体

制の充実が図られま

す。

平成２５年度末　２３人

　　　２６年度末　２４人(1)

　　　２７年度末　２６人(2)

　　　２８年度末　２８人(2)

　　　２９年度末　３０人(2)

同和教育指導員の養成を行

い、部落学習会の充実を図る。

人権推進課

男女共同参画社会の

実現

各種審議会委員等への女性登用に

あたっては、推薦団体へ積極的に働

きかけるとともに、女性の公募制の導

入促進を図ります。

政策・方針決定過程へ

の女性の参画拡大が図

られます。

平成２５年度末  ４２．９％

　　　２６年度末　４５％

　　　２７年度末　４８％

　　　２８年度末　５０％

　　　２９年度末　５０％

女性登用率５０％

男女共同参

画センター

企画課

教育委員会

等

人権尊重

人権同和問題の啓発

21 4.優しい



4.優しいまちづくり  (安心安全・環境・人権・公共交通)4.優しいまちづくり  (安心安全・環境・人権・公共交通)4.優しいまちづくり  (安心安全・環境・人権・公共交通)4.優しいまちづくり  (安心安全・環境・人権・公共交通)

○町民の利便性を図るため、若桜鉄道、町営バスなどの公共交通の確保に努めます。○町民の利便性を図るため、若桜鉄道、町営バスなどの公共交通の確保に努めます。○町民の利便性を図るため、若桜鉄道、町営バスなどの公共交通の確保に努めます。○町民の利便性を図るため、若桜鉄道、町営バスなどの公共交通の確保に努めます。

項　目 施　　策 事業内容 効　　果

平成２５年度実績及び

年次目標　(  )は年あたり

実　　績 到達目標（平成３０年３月） 担当課

○防災体制の充実を図り、災害に強いまちづくりを推進します。○防災体制の充実を図り、災害に強いまちづくりを推進します。○防災体制の充実を図り、災害に強いまちづくりを推進します。○防災体制の充実を図り、災害に強いまちづくりを推進します。

○環境保全に努め、循環型社会への対応を推進します。○環境保全に努め、循環型社会への対応を推進します。○環境保全に努め、循環型社会への対応を推進します。○環境保全に努め、循環型社会への対応を推進します。

○差別解消に向け、一人ひとりの人権が尊重されるまちづくりを推進します。○差別解消に向け、一人ひとりの人権が尊重されるまちづくりを推進します。○差別解消に向け、一人ひとりの人権が尊重されるまちづくりを推進します。○差別解消に向け、一人ひとりの人権が尊重されるまちづくりを推進します。

若桜鉄道の存続

若桜鉄道の乗車運動等を展開し、地

域活性化促進と若桜鉄道の黒字化に

努めます。

若桜鉄道乗車人数

平成２５年度末  41.6万人/年

　　　２６年度末　41.6万人/年

　　　２７年度末　41.0万人/年

　　　２８年度末　41.0万人/年

　　　２９年度末　41.0万人/年

若桜鉄道乗車人員の確保と赤

字削減を図る。

企画課

町営バス路線の維持

交通弱者対策として、町営バスを運

行し、町民の移動手段を確保するとと

もに、交流人口の増加につなげます。

町営バスの利用者

平成２５年度末  42,200人/年

　　　２６年度末　42,500人/年

　　　２７年度末　42,500人/年

　　　２８年度末　42,500人/年

　　　２９年度末　43,000人/年

利用者数の増加

４３，０００人/年

＊八頭町公共交通検討委員会

を設置し、今後の公共交通の在

り方を調査・研究する。

企画課

公共交通の

維持

公共交通機関の維持と

地域活性化促進が図ら

れます。

22 4.優しい



5.ともに歩むまちづくり  (町民・協働・財政)5.ともに歩むまちづくり  (町民・協働・財政)5.ともに歩むまちづくり  (町民・協働・財政)5.ともに歩むまちづくり  (町民・協働・財政)

項　目 施　　策 事業内容 効　　果

平成２５年度実績及び

年次目標　(  )は年あたり

実　　績 到達目標（平成３０年３月） 担当課

村づくり座談会の開催 村づくり座談会を開催します。

平成２５年度末　７集落実施

　　　２６年度　　希望集落

　　　２７年度　　希望集落

　　　２８年度　　希望集落

　　　２９年度　　希望集落

４年間、希望される集落におい

て実施

総務課

行政懇談会の開催

情報の共有化を図るため、行政懇談

会を開催します。

平成２５年度　実施なし

　　　２６年度　14地域/年

　　　２７年度　１４地域/年

　　　２８年度　14地域/年

　　　２９年度　１４地域/年

14地域で毎年実施。 総務課

○町民と行政との情報の共有化を図り、協働によるまちづくりに努めます。○町民と行政との情報の共有化を図り、協働によるまちづくりに努めます。○町民と行政との情報の共有化を図り、協働によるまちづくりに努めます。○町民と行政との情報の共有化を図り、協働によるまちづくりに努めます。

○広報を充実し、積極的な情報公開に努めます。○広報を充実し、積極的な情報公開に努めます。○広報を充実し、積極的な情報公開に努めます。○広報を充実し、積極的な情報公開に努めます。

○町民に分かりやすい行政運営と行財政改革に努めます。○町民に分かりやすい行政運営と行財政改革に努めます。○町民に分かりやすい行政運営と行財政改革に努めます。○町民に分かりやすい行政運営と行財政改革に努めます。

情報の共有

化

行政と住民との協働によ

るまちづくりが推進でき

ます。

23 5.ともに



5.ともに歩むまちづくり  (町民・協働・財政)5.ともに歩むまちづくり  (町民・協働・財政)5.ともに歩むまちづくり  (町民・協働・財政)5.ともに歩むまちづくり  (町民・協働・財政)

項　目 施　　策 事業内容 効　　果

平成２５年度実績及び

年次目標　(  )は年あたり

実　　績 到達目標（平成３０年３月） 担当課

○町民と行政との情報の共有化を図り、協働によるまちづくりに努めます。○町民と行政との情報の共有化を図り、協働によるまちづくりに努めます。○町民と行政との情報の共有化を図り、協働によるまちづくりに努めます。○町民と行政との情報の共有化を図り、協働によるまちづくりに努めます。

○広報を充実し、積極的な情報公開に努めます。○広報を充実し、積極的な情報公開に努めます。○広報を充実し、積極的な情報公開に努めます。○広報を充実し、積極的な情報公開に努めます。

○町民に分かりやすい行政運営と行財政改革に努めます。○町民に分かりやすい行政運営と行財政改革に努めます。○町民に分かりやすい行政運営と行財政改革に努めます。○町民に分かりやすい行政運営と行財政改革に努めます。

町報の充実・町勢要覧

の作成

町報の充実を図るとともに、町勢要覧

を作成し、情報公開に努めます。

町勢要覧　Ｈ２６作成

（町報は毎月発行）

町勢要覧　Ｈ２６作成

資料編は必要に応じて随時改

定

企画課

CATV加入促進

情報提供の拡大(CATV加入促進)を

図ります。

平成２５年度末　27％

　　　２６年度末　30％

　　　２７年度末　32％

　　　２８年度末　34％

　　　２９年度末　35％

加入率35％ 企画課

ホームページ・CATV

データ放送の充実

情報提供の拡大(ホームページ・

CATVデータ放送の充実)を図りま

す。

ホームページを閲覧され

る方々に、新しい情報を

幅広く提供し、情報の充

実が図られます。

ＨＰ発信数

平成２５年度　　5件/週

　　　２６年度　15件/週

　　　２７年度　20件/週

　　　２８年度　20件/週

      ２９年度　20件/週

ホームページ情報発信の充実 企画課

広報の充実

情報提供の充実及び情

報の共有化が図られま

す。

24 5.ともに



5.ともに歩むまちづくり  (町民・協働・財政)5.ともに歩むまちづくり  (町民・協働・財政)5.ともに歩むまちづくり  (町民・協働・財政)5.ともに歩むまちづくり  (町民・協働・財政)

項　目 施　　策 事業内容 効　　果

平成２５年度実績及び

年次目標　(  )は年あたり

実　　績 到達目標（平成３０年３月） 担当課

○町民と行政との情報の共有化を図り、協働によるまちづくりに努めます。○町民と行政との情報の共有化を図り、協働によるまちづくりに努めます。○町民と行政との情報の共有化を図り、協働によるまちづくりに努めます。○町民と行政との情報の共有化を図り、協働によるまちづくりに努めます。

○広報を充実し、積極的な情報公開に努めます。○広報を充実し、積極的な情報公開に努めます。○広報を充実し、積極的な情報公開に努めます。○広報を充実し、積極的な情報公開に努めます。

○町民に分かりやすい行政運営と行財政改革に努めます。○町民に分かりやすい行政運営と行財政改革に努めます。○町民に分かりやすい行政運営と行財政改革に努めます。○町民に分かりやすい行政運営と行財政改革に努めます。

指定管理者制度の拡

大

指定管理者制度を拡大します。

民間活力の導入により

経費が節減されます。

平成２５年度末　 ７箇所

　　　２６年度末　 ８箇所（1）

　　　２７年度末　 ９箇所（1）

　　　２８年度末　 ９箇所（0）

　　　２９年度末 １０箇所（1）

指定管理者制度の導入拡大

　　１０箇所

総務課

民間活力の導入

　民間活力の導入により事務事業を

委託し、効率的な行財政運営を行い

ます。

より効率的な行政運営を

推進することができま

す。

調査研究

事務の部門委託、施設の委託

について調査研究を継続的に

行う。

総務課

　事務事業の見直し及び組織改革を

行ったうえで、定員の適正化を図りま

す。（定員適正化計画の推進）

効率的な行政サービス

の提供及び適正な財政

運営が推進できます。

(４月１日現在計画値）

平成２５年度　２５１人

　　　２６年度　２４６人

　　　２７年度　２３９人

平成２６年度　見直し予定

定員適正化計画

（２７年４月１日２３９人）

※平成26年度に、第３次定員適

正化計画見直し予定

総務課

　交付税削減対策のため、具体的な

歳出削減目標を掲げ、取り組みを進

めます。

　また、町民への情報提供を行いま

す。

交付税減額を見据え、

効率的な財政運営が推

進できます。

平成２５年度　　検討

　　　２６年度　　実施

　　　２７年度　　実施

　　　２８年度　　実施

　　　２９年度　　実施

交付税の漸減に見合った歳出

額の抑制を行う。

総務課

行政改革推進本部提言事項を実施し

ます。

スリムで効率的な自治行

政の確立により無駄のな

い行政運営が実施でき

ます。

平成２５年度　　実施

　　　２６年度　　実施

　　　２７年度　　見直し

　　　２８年度　　第３次

　　　　　計画の推進実行

　　　２９年度　　実施

平成２８年度第３次行政改革大

綱策定により、交付税減額を見

据えた、効率的な行財政運営の

確立

総務課

行政改革の推進

行財政改革
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5.ともに歩むまちづくり  (町民・協働・財政)5.ともに歩むまちづくり  (町民・協働・財政)5.ともに歩むまちづくり  (町民・協働・財政)5.ともに歩むまちづくり  (町民・協働・財政)

項　目 施　　策 事業内容 効　　果

平成２５年度実績及び

年次目標　(  )は年あたり

実　　績 到達目標（平成３０年３月） 担当課

○町民と行政との情報の共有化を図り、協働によるまちづくりに努めます。○町民と行政との情報の共有化を図り、協働によるまちづくりに努めます。○町民と行政との情報の共有化を図り、協働によるまちづくりに努めます。○町民と行政との情報の共有化を図り、協働によるまちづくりに努めます。

○広報を充実し、積極的な情報公開に努めます。○広報を充実し、積極的な情報公開に努めます。○広報を充実し、積極的な情報公開に努めます。○広報を充実し、積極的な情報公開に努めます。

○町民に分かりやすい行政運営と行財政改革に努めます。○町民に分かりやすい行政運営と行財政改革に努めます。○町民に分かりやすい行政運営と行財政改革に努めます。○町民に分かりやすい行政運営と行財政改革に努めます。

地籍調査の推進

　４班体制での地籍調査の実施を継

続します。

民間活力の導入による

効率的な調査が実施で

きます。

平成２５年度末　3９.０％

　　　２６年度末　４２.０％

　　　２７年度末　４４.７％

　　　２８年度末　４７.３％

　　　２９年度末　５０.３％

町内全地域（地籍対象面積

182.56ｈａ）のうち91.83ｈａ、

50.3％を実施

地籍調査課

八頭町公共施設白書

の作成

八頭町公共施設白書の作成を行いま

す。

公共施設の実態を把握

し、今後の公共施設の

在り方の検討に活かすこ

とができます。

平成２６年度　　調査

　　　２７年度　　作成

平成２７年度中には、公共施設

の白書を作成します。

総務課

統合により、使用しなくなった小中学

校、保育所等を有効に利用するた

め、調査検討を行います。

民間活用などにより、空

き施設が有効にできま

す。

平成２６年度　　検討

　　　２７年度　　一部実施

　　　２８年度　　一部実施

　　　２９年度　　一部実施

遅くとも、平成３０年度中には、

利用方法等検討し、実施しま

す。

総務課

八頭町内に存在する類似施設の状

況を調査し、今後の利用等について

検討します。

維持管理等の軽減が図

られます。

平成２６年度　　調査

　　　２７年度　　調査

　　　２８年度　　検討

　　　２９年度　　検討

遅くとも平成２９年度中には、検

討結果をまとめます。

総務課

行財政改革

公共施設の在り方検討
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